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メンタルヘルス対策における事業場外資源との連携の促進について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、厚生労働省では、メンタルヘルス不調の早期発見と適切な対応はメンタルヘルス対策上、重要であるため、メンタルヘルス不調を感じた労働者がいつでも相談できる相談体制の整備とともに、相談時においてメンタルヘルス不調を把握した場合には、迅速に医療機関等に取り次ぎができる仕組みの構築が必要なところから、事業場に対して、メンタルヘルスの相談担当者の配置や事業場外資源の有効な活用についての啓発指導を行うとともに、事業場外資源のうち、メンタルヘルス相談の専門機関（以下「相談機関」という。）に関し、一定の要件を満たしたものについて登録・公表することにより、メンタルヘルスに係る優良な事業場外資源の確保を図り、その利用を促進するため、「メンタルヘルス不調者等の労働者に対する相談機関による相談促進事業」を独立行政法人労働者健康福祉機構に委託して実施することとしております。

この度、全建を通じ同省労働基準局安全衛生部労働衛生課長及び同機構理事長より、別添の通り、「メンタルヘルス不調者等の労働者に対する相談機関による相談促進事業」の積極的な活用について周知依頼がまいっておりますので、貴支部会員へご周知いただきますようよろしくお願い申し上げます。

